
中間配当制度の有無      
単元株制度採用の有無    

１．１５年８月中間期の業績  （平成15年３月１日 ～ 平成15年８月31日）

百万円

％ 銭

(注) 

円 銭 円 銭

２．１６年２月期の業績予想  （平成15年３月１日 ～ 平成16年２月29日）

百万円 円   銭

①期中平均株式数

問合せ先責任者
代表取締役社長　　山口　俊郎
専務取締役企画室長兼財務本部長　　氏家  忠彦　　

15年 2月期

営業総収入 [チェーン全店売上高]

中間配当支払開始日

百万円

（１）経営成績

TEL （03）3459－3711
代　　　表　　　者

②期末自己株式数     

15年8月中間期 806,348,908株 822,822,396株

②会計処理の方法の変更

③営業総収入、チェーン全店売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期(前期)増減率

15年2月期

15年2月期

15年8月中間期

15年8月中間期

1株当たり株主資本

平成15年10月 9日

00

822,792,945株

105

12.3 

855,483

35

上場取引所 　東京証券取引所 （第一部）
本社所在都道府県 　 　東京都

平成15年10月9日

営  業  利  益

有
有(1単元 1,000株） 

（金額は百万円未満切捨）

経  常  利  益

平成１６年 ２月期     個別中間財務諸表の概要

(  URL  http://www.sej.co.jp  )

(6.4%) (6.0%)

無

71.8
％

91,300
百万円

営 業 総 収 入
[チェーン全店売上高]

(5.5%)

169,200

157,942

60   

14年8月中間期

22   

1株当たり中間(当期)純利益

58   56

97,039株

801,644,721株

（注） 営業総収入、チェーン全店売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

１株当たり年間配当金

16

49

総  資  産

百万円

(12.6%)

円   銭

(5.6%)

（２）配当状況

19

14年 8月中間期

通 期 [2,356,000]

百万円 百万円

451,000

14年 8月中間期 637,768

１株当たり中間配当金

－

－

15年 8月中間期

（３）財政状態

883,734 634,494

(注) ①期末発行済株式数

15年 8月中間期

14年 8月中間期

15年 2月期

15年 8月中間期

15年 2月期

400,664

871,860

15年 2月期

％百万円

[ 3.9 ] 3.7

[ 5.0 ] 86,631

82,744

平成15年11月14日

％

    今後様々な要因によって上記予想とは異なる結果となる可能性があります。なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の５～６

％

4.7

3.9

5.2

83,598

87,955

    ページを参照して下さい。

73.2

00 38166,800 19 00

775

（参考） １株当たり予想当期純利益 （通期）  113 円　89銭

※ 上記の予想は、本資料の発表日現在における将来の見通し、計画のもととなる前提、予想を含んで記載しております。実際の業績は、

期     末

53

1株当たり年間配当金

上 場 会 社 名 株式会社 セブンーイレブン・ジャパン
コ ー ド 番 号 ８１８３

経 常 利 益

76.4

14年8月中間期

653,490

当 期 純 利 益

14年8月中間期

営 業 利 益

21,245,263株

[ 1,178,113 ]

[ 1,121,611 ]

[ 2,213,298 ]

3.7

7.4  

14年 8月中間期 46,551

201,165

中間決算取締役会開催日

15年 8月中間期

4.0

百万円

86,547

48,868

中間（当期）純利益

5.0

225,937

50

00

9.5  

－

[ 4.7 ]

819,267,251株

3,622,733株

821,637,392株

797

791

13

3.8

百万円

株  主  資  本

円    銭

株 主 資 本 比 率

15年2月期

159,6394.0

円

60
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中間貸借対照表

（ 資　産　の　部  ）

Ⅰ流　動　資　産

現金及び預金 325,273 386,961 351,429

加盟店貸勘定 10,158 7,808 7,449

たな卸資産 2,664 2,000 2,796

繰延税金資産 5,174 5,239 5,012

その他 11,185 21,644 9,954

貸倒引当金 △ 10 △ 29 △ 16

  流動資産合計 354,446 40.1 423,624 48.6 376,627 44.0

Ⅱ固　定　資　産

 有形固定資産

建物 78,634 73,579 76,524

構築物 12,847 10,876 12,110

器具備品 27,813 28,353 27,465

土地 137,474 138,660 138,932

その他 292 180 278

  有形固定資産合計 257,061 29.1 251,649 28.9 255,311 29.8

 無形固定資産

ソフトウェア 3,602 5,831 3,879

その他 3,747 4,225 3,536

  無形固定資産合計 7,350 0.8 10,057 1.1 7,415 0.9

 投資その他の資産

投資有価証券 7,365 8,269 6,610

関係会社株式 88,036 88,243 88,003

関係会社転換社債 19,994 19,994 19,994

関係会社長期貸付金 68,907 2,697 25,346

繰延税金資産 2,119 3,876 4,119

長期差入保証金 66,526 55,118 61,429

その他 13,827 10,000 12,486

貸倒引当金 △ 1,900 △ 1,671 △ 1,861

  投資その他の資産合計 264,876 30.0 186,528 21.4 216,129 25.3

  固定資産合計 529,288 59.9 448,235 51.4 478,856 56.0

資  産  合  計 883,734 100.0 871,860 100.0 855,483 100.0

（単位：百万円）

構成比

                             期　  別

（平成１４年８月３１日現在） （平成１５年２月２８日現在）

構成比

当中間期

金　　額

前年中間期 前        期

  科   目

％

（平成１５年８月３１日現在）

金　　額

％

構成比

％

金　　額

－ 20 －



（単位：百万円）

（ 負  債　の　部 ）

Ⅰ流　動　負　債

買掛金 134,727 131,153 107,397

加盟店借勘定 6,628 5,222 4,288

未払法人税等 38,293 36,166 34,394

賞与引当金 2,458 2,602 1,940

その他 61,287 51,049 48,172

  流動負債合計 243,394 27.5 226,193 25.9 196,191 22.9

Ⅱ固　定　負　債

長期預り金 4,672 4,410 4,516

退職給付引当金 － 2,263 －

役員退職慰労引当金 1,173 1,224 1,285

  固定負債合計 5,845 0.7 7,898 0.9 5,801 0.7

負　債　合  計 249,240 28.2 234,091 26.8 201,993 23.6

（ 資  本　の　部 ）

Ⅰ資　 本 　金 17,200 2.0 17,200 2.0 17,200 2.0

Ⅱ資本剰余金

資本準備金 24,563 24,563 24,563

  資本剰余金合計 24,563 2.8 24,563 2.8 24,563 2.9

利益準備金 4,300 4,300 4,300

任意積立金 585,209 516,509 516,509

中間（当期）未処分利益 67,462 76,129 102,549

  利益剰余金合計 656,971 74.3 596,938 68.6 623,358 72.8

409 0.0 △ 468 △0.1 △ 88 △0.0 

Ⅴ自己株式 △ 64,650 △7.3 △ 465 △0.1 △ 11,544 △1.3 

資  本  合  計 634,494 71.8 637,768 73.2 653,490 76.4

負債・資本合計 883,734 100.0 871,860 100.0 855,483 100.0

Ⅳその他有価証券評価差額金

％ ％ ％

Ⅲ利益剰余金

  科   目
（平成１５年８月３１日現在） （平成１４年８月３１日現在） （平成１５年２月２８日現在）

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 構成比

                             期　  別 当中間期 前年中間期 前        期
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中間損益計算書
期　  別

　科　  目

Ⅰ 営　業　収　入 165,099    157,812       307,770       

   加盟店からの収入 164,088    156,989       306,059       

加盟店からの収入の対象となる

当 中 間 期 1,117,275 百万円

前 年 中 間 期 1,078,258 百万円

前 期 2,120,404 百万円

自営店売上高との合計

当 中 間 期 1,178,113 百万円

前 年 中 間 期 1,121,611 百万円

前 期 2,213,298 百万円

   その他の営業収入 1,010        822             1,711          

Ⅱ 60,837      43,353        92,893        

225,937    100.0 201,165       100.0 400,664       100.0

Ⅲ 44,455      19.7 31,399        15.6 67,684        16.9

181,481    80.3 169,766       84.4 332,979       83.1

Ⅳ 94,849      42.0 87,022        43.3 175,037       43.7

86,631      38.3 82,744        41.1 157,942       39.4

Ⅴ 1,459       0.7 1,303          0.7 2,365          0.6

Ⅵ 営 業 外 費 用 136          0.1 449            0.2 668            0.2

87,955      38.9 83,598        41.6 159,639       39.8

Ⅶ 11           0.0 137            0.1 3,542          0.9

Ⅷ 2,660       1.1 1,759          0.9 11,467        2.8

税引前中間（当期）純利益 85,306      37.8 81,976        40.8 151,714       37.9

   法人税、住民税及び事業税 34,944      35,378        65,413        

   法人税等調整額 1,493        46              △246         

中間（当期）純利益 48,868      21.6 46,551        23.1 86,547        21.6

   前期繰越利益 18,594      29,577        29,577        

   中間配当額 － － 13,576        

自己株式処分差損 0 － －

中間（当期）未処分利益 67,462      76,129        102,549       

特　別　損　失

金　　額金　　額

自平成１５年３月  １日

)(
自平成１４年３月  １日

売 上 原 価

％ ％

特　別　利　益

百分比

％

百分比 金　　額 百分比

   経　常　利　益

   営　業　利　益

売 上 高

   営 業 総 利 益

（単位：百万円）

前     期

( )
当中間期 前年中間期

( 至平成１５年２月２８日

自平成１４年３月  １日

)

営 業 外 収 益

至平成１５年８月３１日 至平成１４年８月３１日

販売費及び一般管理費

   営　業　総 収 入

加盟店売上高
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
     １．資産の評価基準及び評価方法 
     （１）有価証券 

満期保有目的債券……………………償却原価法（定額法） 
子会社株式及び関連会社株式………移動平均法による原価法 
その他有価証券  時価のあるもの…中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 
                                時価のないもの…移動平均法による原価法 
   （２）デリバティブ……時価法 
     （３）たな卸資産……売価還元法による原価法 
 
     ２．固定資産の減価償却の方法 
     （１）有形固定資産……定率法 
     （２）無形固定資産……定額法 

                  なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間   
（５年）に基づく定額法 

        
     ３．引当金の計上基準 
     （１）貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

     （２）賞与引当金 
  従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

   （３）退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。 
なお、当中間期については、年金資産見込額が退職給付債務見込額に未認識数理計算上の差

異を加減した額を超過しているため、超過額を前払年金費用に計上しております。 
また、数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から処理すること
としております。 

（４）役員退職慰労引当金 
  役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく要支給額を計上しております。 

 
     ４．リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ
いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 

    ５．ヘッジ会計の方法 
ヘ ッ ジ 会 計 の 方 法 ……振当処理の要件を満たしている通貨スワップについては、振当処

理によっております。 
ヘッジ手段とヘッジ対象……当中間期にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下

のとおりであります。 
a．ヘッジ手段…通貨スワップ 
b．ヘッジ対象…外貨建金融債権 

ヘ ッ ジ 方 針……ヘッジ対象に係る為替相場変動リスクをヘッジしております。 
 
６．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

           消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
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追 加 情 報           

（税効果会計） 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第9号）が平成15年3月31日に公布されたこ

とに伴い、当中間期の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成17年3月1日以降解消

が見込まれるものに限る。）に使用した法定実効税率は、前期の42.1％から40.7％に変更されて

おります。その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が、54百万円

減少し､当中間期に計上された法人税等調整額が63百万円、その他有価証券評価差額金が9百万円、

それぞれ増加しております。 

 

注 記 事 項           

（中間貸借対照表関係          ）     

 当 中 間 期      前年中間期       前 期      

    （百万円）   （百万円）    （百万円）

１．有形固定資産の減価償却累計額 171,077 153,862 163,512 

２．担保に供している資産 2,182 2,081 2,124 

３．偶発債務 623 431 425 

    

  （中間損益計算書関係          ） 

 当 中 間 期      前年中間期       前 期      

    （百万円）   （百万円）    （百万円）

１．営業外収益のうち受取利息 536 327 704 

２．減価償却実施額    

      有 形 固 定 資 産         11,346 10,759 23,040 

      無 形 固 定 資 産         980 1,503 2,733 

    

リース取引関係 

［１］ リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．【 借 主 側      】 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額 

                                                                                （単位：百万円）

  当 中 間 期 前 年 中 間 期 前 期 

  器  具  備  品 器  具  備  品 器  具  備  品 

 取 得 価 額 相 当 額 4,237 5,169 3,339 

 減価償却累計額相当額 1,076 1,313 686 
 中間期末(期末)残高相当額 3,161 3,856 2,652 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中間期末（期末）残高が有形固定資産の中間期末（期末）残

高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

（2）未経過リース料中間期末（期末）残高相当額 （単位：百万円）

                当 中 間 期 前 年 中 間 期 前 期 

 一      年      内 836 1,040 670 

 一      年      超 2,324 2,815 1,982 

 合      計 3,161 3,856 2,652 

（注）未経過リース料中間期末（期末）残高相当額は、未経過リース料中間期末（期末）残高が有形固

定資産の中間期末（期末）残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しており

ます。 
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（3）支払リース料及び減価償却費相当額  （単位：百万円）

                当 中 間 期 前 年 中 間 期 前 期 

 支  払 リ ー ス 料 389 475 838 

 減価償却費相当額          389 475 838 

 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

       リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 
２．【 貸 主 側      】 

未経過リース料中間期末（期末）残高相当額        （単位：百万円）

                当 中 間 期 前 年 中 間 期 前 期 

 一      年      内 648 412 527 

 一      年      超 2,015 1,423 1,762 

 合      計 2,664 1,836 2,289 

      （注）これらは転貸リースに係る貸主側の未経過リース料中間期末（期末）残高相当額であります。

なお、借主側の残高相当額は同一であります。 

 

［２］ オペレーティング・リース取引 

【 借 主 側      】 

未経過リース料 （単位：百万円）

  当 中 間 期 前 年 中 間 期 前 期 

 一      年      内 714 685 714 

 一      年      超 570 581 584 

 合      計 1,285 1,266 1,299 

 

有価証券関係 
  当中間期（平成15年8月31日現在）、前年中間期（平成14年8月31日現在）及び前期（平成15年2月28日現
在）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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